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な検討を行っている．しかしながら，干潟は対象として

おらず，潮流との重合計算も行っていない．また，波浪

場と流れ場を同時に計算する際には，波と流れの相互作

用をより精確に考慮する必要があると考えられる．Grant

ら（1979）は，この相互作用によって底面せん断応力が

増加することを指摘しており，とくに漂砂量を計算する

場合などにはこの作用をより精確に考慮する必要があ

る．そこで鵜 ら（2008）は，Newbergerら（2007a，b）

が提案した，波と流れの相互作用をさらに渦度の形で取

り込んだbody force termと砕波による流れの駆動力項か

らなるwave forcing termを波浪モデルとともにWD-POM

に導入し，潮流と同時に海浜流の計算が可能となるよう

にモデルの改良を行なった．さらに，砂質干潟から泥質

干潟まで適用できるように，Bailardの漂砂量モデルと含

泥率の導入を行なった．そして検証計算を行ない，改良

モデルの妥当性を検証した．しかしながら現地適用を考

えると，最終的に現地データによるモデルの妥当性の検

証は必要不可欠である．

そこで本研究では，改良モデルを白川河口干潟に適用

して実際の地形変化の再現性を検証するとともに，干潟

の地形変化の計算における潮流と海浜流の重合計算なら

びに含泥率の導入の重要性について検討を行った．また，

干潟上の土砂収支を算定して，栗山ら （2004） による

算定結果との比較検討を行ない，現地データによる総合

的な検証を行なった．

2. 数値計算の概要

図-1に，有明海と白川河口干潟を対象とした計算領域

を示す．まず大領域として，有明海の外にある橘湾の沖

合いを開境界とした有明海全体の計算を行い，得られた

潮位データを線形補間して小領域の境界条件として与え
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sediments like mud due to tidal and coastal currents was applied to the field of the Shirakawa Intertidal Flat in the
Ariake Sea. Numerical results showed good agreements qualitatively with observed results with regard to topographic
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results showed almost good agreements with the estimation by using filed data. These results show the validity of this
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1. はじめに

干潟は，内湾の水質改善や生態系維持という点で非常

に重要な役割を果たしていることから，近年では全国各

地で人工干潟の造成が行われるようになった．人工干潟

の動的安定性を保ち，その形状を維持・管理していくた

めには，干潟の地形変化を予測する手法を確立する必要

がある．鵜 ら（2007）は，内山（2004）が開発した潮

流による凝集性土砂の輸送モデル「WD-POM」を用い，

有明海の白川河口干潟における底質輸送とその空間的収

支の算定を行った．計算結果は，静穏時の潮位，底層の

潮流速， SS濃度に関して，中川（2003）の観測結果と

良好に一致し，静穏時にはこのモデルによって凝集性土

砂の巻上げと輸送をある程度精度よく計算できることが

わかった．

しかしながら山田ら（2007）は，白川干潟の底質輸送

について潮流と白川からの土砂供給が支配的要因である

と結論付けながらも，潮間帯上で流速や濁度の時系列を

比較すると，台風時に高波浪が継続して発生した時にも

それらの値が非常に大きくなるとも指摘している．とく

に満潮の高波浪時には大きな底質輸送と地形変化が生じ

るものと考えられ，そうした場合には潮流だけでなく風

波による巻き上げと海浜流による輸送も考慮する必要が

あると考えられる．加藤ら（2004）や黒岩ら（2007）は，

波による海浜流の駆動力と平均流の方程式を用いた3次

元の地形変化モデルを提案し，計算結果について定性的
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た．各領域において，図に示すようにx軸，y軸を設定し

た．大領域の境界潮位は，中川（2003）によって調節さ

れた調和定数をもとに潮位を計算して与えた．図中に白

色の実線で示された四角は，栗山・橋本（2004）による

深浅測量の範囲である．以降の本文中では，この範囲を

解析領域と呼ぶこととする．St.Aは中川（2003）による

観測点を示す．小領域の計算では，栗山ら（2004）を参

考に，白川河口の時々刻々の汀線位置において河川流量

を流速に換算して与え，さらに流量をもとにして流出土

砂フラックスならびに凝集性土砂の濃度を与えた. 計算

期間は，大領域・小領域ともに2001年10月25日から11月

9日までの15日間とし，計算開始から12時間を助走計算

とした．図-2に，現地の含泥率の空間分布を示す．小領

域の計算では，現地の含泥率データを各メッシュ毎に与

えて底面における凝集性土砂の鉛直フラックスに乗じた．

また，漂砂量フラックスについては1から含泥率を引いた

値を乗じた．初期地形データは2000年8月の深浅測量デ

ータを用いた．また，現地データを参考にして，砂に関

しては粒径0.25mm，密度2.65g/cm3，凝集性土砂に関して

は密度1.20g/cm3とした．表-1に計算条件を，表-2に計算

内容を示す．Run 1として，荒天時を対象とした潮流と

海浜流の重合計算を行った．またRun 2，3として，河川

流量を変えて潮流のみの計算を行ない，Run 4としてと

して海浜流のみの計算を行った．さらに含泥率について

の感度分析として，Run 5，6：含泥率 γ=0，Run 7，8：

γ=1.0を行った．波浪場の計算にはエネルギー平衡方程式

を用い，熊本港における計算期間中の高波浪時のデータ

を参考に，沖側開口部においてx方向に一様に波高1.5m，

周期6.0s，入射角45°の入射波を与えて行った．

3. 計算結果と考察

（1）波浪場と流れ場に関する計算結果

図-3（a），（b）に，Run 1における干潮時（潮位= -2.2

m）と満潮時（潮位= +2.0m）の波高分布を示す．図から，

汀線の移動と地形変化に伴って，波浪場が大きく変化し

ていることがわかる．とくに，熊本新港より汀線側での

波高変化が著しく，この領域でwave forcing termが時空

間的に大きく変動していることが推察できる．図-4（a），

（b）に，上げ潮時（潮位= -0.25m）と下げ潮時（潮位=

+0.10m）の断面平均流速分布を示す．上げ潮時は，水深

が大きい領域から東向きに強い流れが侵入し，河口周辺

でも東向きの流れが生じている．一方，下げ潮時には沖

側境界付近で南西方向あるいは一部で北西方向の流れが

生じている．河口周辺部は北と南寄りにやや発散傾向で

沖向き流れが生じているが，これは河口周辺部の地形に

よる影響だと考えられる．
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図-1 現地計算の計算領域

nx

ny

nz

dx

dy

dt

90

110

11

900m

900m

0.5s

55

28

6

300m

300m

0.1s

大領域

格子数

格子間隔

時間間隔

小領域

表-1 計算条件

Run 1

Run 2

Run 3

Run 4

Run 5

Run 6

Run 7

Run 8

考慮する流れ

海浜流＋潮流

潮流

潮流

海浜流

海浜流＋潮流

潮流

海浜流＋潮流

潮流

考慮する底質

砂＋凝集性土砂

砂＋凝集性土砂

砂＋凝集性土砂

砂＋凝集性土砂

砂

砂

凝集性土砂

凝集性土砂

河川流量

q = 400m3/s

q = 20m3/s

q = 200m3/s

q = 200m3/s

q = 400m3/s

q = 20m3/s

q = 400m3/s

q = 20m3/s

含泥率

γ= 0.0

γ= 0.0

γ= 1.0

γ= 1.0

表-2 計算内容

図-2 含泥率の空間分布



（2）河口周辺部の地形変化の再現性

図-5（a），（b），（c）に，2000年8月と2002年6月の深

浅測量データから得られた解析領域内の地形変化量と

Run 1，2の計算結果から求めた地形変化量の空間分布，

ならびに下げ潮最強時の底層の流速ベクトルをそれぞれ

示す．（b）は，15日間の荒天期間を年間2回と仮定し，

荒天期間はRun 1，それ以外の静穏期間はRun 2の計算結

果を用いて算定された2年間の総地形変化量である．（c）

におけるコンター線は水深を示している．以降の図にお

いて，白色は堆積領域を，灰色は侵食領域を示し，コン

ター間隔は0.10mとした．（a）において，河口から沖合

いに向かって周期的に侵食・堆積領域が形成されている

ことがわかる．図-1の初期地形からもわかるが，この周

期的な地形変化は，2000年8月の地形が澪筋の蛇行等に

よって周期的な高低を有する構造であることに起因して

いると考えられる．また，熊本港の先端付近では緩やか

な堆積領域が広がる一方で，河口より北側の領域では侵

食領域が広がっている．領域全体で地形変化量の平均を

求めると負値となり，全体としては侵食傾向にある．（b）

においても，大きな白円で示すように，やや不明瞭では

あるものの河口近傍において周期的な堆積・侵食領域が

認められる．河口周辺部の地形はテラス状になっており，

沖に向かって凸型をした三角形の縁辺に沿ってやや急な

水深変化が生じている．そうした箇所では流れが急に緩

やかとなり，河口から供給された土砂が流れの減速域で

堆積が生じている．このことは（c）において確認する

ことがでる．また，小さな白円で示すように，値として

は（a）よりもやや少ないものの，熊本港先端部付近で

堆積領域が広がっている．領域全体の平均変化量は負値

であり，侵食傾向である．最大侵食・堆積量についても

オーダーとしては両者はほぼ一致していおり，定性的に

は，計算結果は実測結果をほぼ良好に再現していると判

断できる．但し，（b）では河口北側では僅かながら堆積

傾向の領域が認められるが，（a）ではほぼ侵食傾向であ

り，この部分では実測結果と計算結果が一致しない．こ

の原因については，今後さらに詳細に検討していく．

（3）潮流と海浜流の重合計算が地形変化に与える影響

図-6に，Run 2，3，4の計算結果から求めた2年間の地

形変化量の空間分布を示す．（b）は，図-5（b）の場合と

同じ荒天期間の仮定を行い，荒天期間においてRun 3と4

の計算結果を線型に足し合わせ，それ以外の期間に関し

てはRun 2の結果を用いて算定した地形変化量分布であ

る．図-5（b）では侵食領域が多いのに対して，（b）では

比較的堆積領域が広がっている．これは戻り流れの存在

と，さらに汀線近傍のセットアップの増大によって戻り

流れが強化されることで，沖向きの底質輸送が大きくな

るためであると考えられる．また，河口部からの澪筋に

そって周期的な侵食・堆積パターンは明瞭には認められ

ない．図-5（a），（b）と図-6の比較から，潮流と海浜流
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図-4 潮位変動による流れ場の変化（Run 1）

図-3 潮位変動による波浪場の変化（Run 1）

（a）干潮（潮位＝-2.2m）

（b）満潮（潮位＝+2.0m）

（a）上げ潮（潮位=-0.25m）

（b）下げ潮（潮位=+0.10m）



の重合計算が，現地干潟の地形変化を再現する上で非常

に重要であることがわかる．

（4）含泥率が地形変化に与える影響

図-7（a），（b）に，Run 5，6とRun 7，8の計算結果か

ら，図-5（b）の算定と同様に荒天期間を仮定して求めた

地形変化量の分布を示す．（a）においては，河口直後の

侵食・堆積領域と，テラス縁辺の堆積領域が確認でき，

図-5（b）と類似したパターンになっていることがわかる．

最大侵食量についても，コンターから判断して図-5（b）

とほぼ一致した値となる．一方（b）においては，侵

食・堆積パターンが大きく異なり，その絶対値もコンタ

ーから判断して非常に小さくなることがわかる．図-2か

ら，解析領域周辺は含泥率が低く，その地形変化の大部

分は砂によるものであると考えられ，（a）の方が図-5（b）

の再現計算の結果と類似した結果となることは妥当であ

る．これらの図から，含泥率によって地形変化量の計算

結果は大きく変化するため，適切な含泥率の元で計算を

行うことが必要であるということがわかる.

（5）河口周辺部の土砂収支

図-8（a），（b）に，栗山ら（2004）が深浅測量データ

をもとに算定した，1993年以降の大規模出水がない場合

の土砂収支と計算結果による土砂収支をそれぞれ示す．

各フラックスは，各断面における漂砂量・凝集性土砂の

積分フラックスの時系列データから，図-5（b）の算定と

同様の仮定を用いてRun 1，2の結果から求めた値であり，

凝集性土砂と砂の輸送量の合算値である．まず，（a）で

は波による沿岸漂砂量としてQLを算定しているのに対し

て，（b）では潮流による沿岸方向の輸送量も含まれてい

ることから，QLの値に関して差異が生じる．また，（a）

ではQV，QL以外の輸送量としてQ0を定義しているのに

対し，（b）では単純に沖側境界の沖向きフラックスと定

義しているため，Q0についても差が生じる．従ってQV

に関してのみ両者を比較すると，両者の符号は一致して

侵食傾向であり，値としてもオーダー的には一致するこ

とがわかる．このことからも，改良モデルによる地形変

化量の計算は定性的な範囲で妥当であると言える．
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図-5 解析領域内の地形変化量と流れ場の空間分布

（a）深浅測量データによる地形変化量の空間分布（2000.8-2002.6）

（c）計算結果による流れ場（Run 1, 2）

（b）計算結果による地形変化量分布（Run 1, 2）

図-6 計算結果による地形変化量分布（Run 2, 3, 4）



4. 結論

潮流と海浜流による砂と凝集性土砂の3次元地形変化

モデル「WD-POM」を有明海の白川河口干潟に適用し，

現地データとの比較検討を行った．計算結果は現地デー

タによる地形変化量の分布と定性的にほぼ一致し，干潟

上の土砂収支についても，栗山ら（2004）が深浅測量デ

ータから算定した値とオーダーとして一致することがわ

かった．また，干潟の地形変化を再現するためには，潮

流と海浜流の重合計算，ならびに含泥率の考慮が重要で

あることがわかった．
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図-8 解析領域における土砂収支量の比較

（a）栗山ら（2004）による土砂収支
（1993年以降の大規模出水がない場合）

（b）計算結果による土砂収支

図-7 含泥率に関する地形変化量分布の比較

（a）Run 5, 6（γ =0.0）

（b）Run 7, 8（γ =1.0）


